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日米製造業のパス・ス ノレ一

大 野 州

　　　　　　　　1．はじめに　　　　　　　　　収するかに関する概念である・たとえば・輸出メ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ーカーが自国通貨建の出荷価格を全く変えなけれ
　本稿の目的は・産業別データを用いて，日米の　　ば，為替変動を反映するのは海外の販売価格であ

製造業の輸出価格行動を比較することにある．　　　って，この揚合パス・スノレーは100％であると言

　この研究における中心的概念は，貿易財価格　　う．逆に，海外での販売価格を一定に保つよう

の「パス・スルー」である．パス・スルー（pas忌　　に価格づけするならば（これ’をpricing－to－1narket

through，あるいは為替転嫁）とは，輸出メーカー　　という），為替変動は輸出メーカーの出荷価格に

が為替変動のどれだけを海外での値上げ・値下げ　　反映され’，パス・スルーは0％である．

に転嫁し・どれだけを自国通貨建の価格調整で吸　　　1970年代以降のフロート制の経験を通じ，工業

　図1電気機械・日本一国内価格および輪出価格の変化率　　　　製品価格に関する次のような現象が注目され

　％　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　るようになった．第1に，アメリカ企業とそ
30

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　れ以外の先進工業国の企業では，パス・スル

、。　：1購転職四　　　　　．一係数猷きく異な。てい…誤体的に
　　　　　・輸出価格（外貨バスケット建）　　　　　　　　　は，アメリカ企業が輸出価格をドル建で安定

10　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　させようとするのに対し，わが国をはじめと

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　する他の先進工業国の企業には輸出甲羅に合
　0　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　わせた価格戦略がかなりの程度みられるので

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ある．この点は，電気機械の国内販売価格・
一10

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　輸出価格変化率を日米比較した図1・図2か

一2S　　82　　83　　84　　85　　86　　87　　らも明らかである．第2に1為替レートと工
出所1日本銀行，IMR　　　　　　　　　　　　　　　　　　業製品価格の関係は必ずしも線型の単純なも

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　のではなく，時に非線型性を示すということ
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である．たとえば，円高時と円安時では為替

転嫁の度合が異なる，あるいは為替変動の大

小によってパス・スルー係数が変わる，等で

ある．また，1980年代前半のドル高期をはさ

んで，アメリカ’が輸入する工業製品の価格が

為替レートに反応しにくくなったという現象

も指摘されている．

　これ，らの現象を実証的に検討した研究とし

て，Baldwin（1988），Dombusch（1987），Eoo－

per　and　Malln（1987），　K且etter（1989），　Mann

（1986），Woo（1984），Yalnawaki（1988）が挙げ

られる．しかしながら，これらの研究には2
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つの統計上の問題があるように思われる．

　第1に，輸出価格を観察するにあたり，生産コ

ストの変化とマークアップの変化を区別しなけれ

ばならない．たとえば，円高は輸入原材料の円建

価格を自然に低下させるから，日本製品のドル建

価格が十分上昇しないとしても，それをすべて利

潤の圧縮すなわち企業の意図的価格戦略に帰すこ

とはできない．生産コストを把握する方法とし

ては，国内販売価格をコストの代理変数とする

（Man切，エラー・コンポーネント時系列モデル

を用いる（Knetter），などが試みられているが，

より構造的にコストを捉えることが望ましいであ

ろう．本稿においては，労働（非貿易財）と原材料

（貿易財）を生産要素とするコスト関数を想定する．

為替レートが産業間のコストに及ぼす影響は生産

要素が非貿易財である程度に比例するから，この

定式化により為替のコスト効果を産業別に直接推

定することが可能となる．

　第2に，データの集計問題がある。もし全製造業

輸出価格といった集計デー一団を用いる（B批1dwin）

ならば，日米間の相違が真に各産業レベルでの輸

出価格行動の違いによるのか，それとも単に輸出

品目の違いによるのかを区別しえない．他方，も一

し高度に細分化され，た製品の価格をいくつか観察

する（K且etter）ことによってなんらかの結論を得

たとしても，それを輸出全体に一般化することは

難しい．われわれ’は，日米両国の製造業輸出の大

部分（日本は84％，アメリカは73％）をカバーす

る7つの産業のデータを用いて，この問題を回避

すること．とする．また，単にアメリカの輸入価格

のみを観察するのではなく，日米を同じフレーム

ワークで対称的にみることも本稿の重要な課題で

ある．

　以下，次節では国内販売・輸出の価格差別を前

提とする可変マークアップ・モデルを提示し，パ

ス・スルー係数と輸出価格行動を定式化しよう．

そして，第3節において主要な実証結果を報告し

た後，第4節ではパス・スルーの非線型性の問題

を詳しく検討すうこととする．

2．モ　デ　ル
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　本節では，パス・スルー係数と輸出価格行動を

定式化するが，その前提なるモデルは，マークア

ップ原理に基づいている．このモデルは，為替レ

ート・賃金・原材料価格・景気変動などを外生と

して扱うという意味において，部分均衡分析の枠

組みにとどまることを初めに断わっておこう．こ

れらのマクロ変数は，一般均衡の観点からは内生

的に取り扱われるべきものであるが，個々の産業

を別々に見ていく際には外生の仮定も許されるで

あろう．（さらに実際の推定においては，．操作変

数を使用して，起こりうう同時方程式バイアスを

最：小限に押さえている．）

　日米製造業の市場においては不完全競争が支配

的であり，各企業はプライス・セッターとして行

動すると仮定した紅血，パス・スルー係数は以下

のように導かれる．いまFeenst鍛（1987）および

M3rston（1989）に倣い，アメリカ市揚に輸出する

日本企業を想定しよう．単位コストを0（円建）と

し，また，この企業の製品に対する輸出需要関数

を，

（1）F罐（P＊，P㌔，　y）＝¢（〆／P＊。，1，17P＊。）

とする．ただし，p＊は輸出価格（ドル建），　p＊．は

米ライバル企業の価格（ドル建），rは米国名目所

得である．2番目の等号は，のがこれらについて

零次同次であることに基づく．この企業は円建利

潤

（2）π罵（8P＊一〇）偲

を極大化するように価格（p＊）を設定する．θは円！

ドル為替レートである．極大化のための1階条件

は，

（3）　　p＊＝（0／θ）［1一（1／η）］一1

と求められる．ただし，ηは需要の弾力性（一朗p＊

／勾である．

　同様にして，米ライバル企業は需要関数妨＝

の7（p＊／p＊r，1，巧p＊7）の下でドル建利潤πr篇（p㌔一

♂。）飾を極大化すると仮定する．その必要条件は，
（4）　　p＊ゲ＝＝θ＊r［1一（1／η7．）］胴1

で与えられ，る．ただし，η7＝一の7，1p㌔／侮である．

　以上の設定のもとで，日本企業のマークアップ
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が何に依存するか見てみよう．円建輸出所望価格

をp（≡θブ）とすると，（3）式より

（5）　　p＝θ［1一（1ノη）］『1

であるが，ηは需要関数と同様，相対価格（〆1p㌔）

と実質所得（y／P㌔）の関数である．さらに，（3）式

を（4）式で割ることにより，相対価格自身がη，η。，

および生産コストでデフレートした実質為替レー

トε（＝8θ㌔／0，ただし3の上昇は円の実質的減価

を表す）に依存することがわかる．これ’より，最

終的に（5）式のマークアップ項［1一（1／η）］『1は，

実質為替レート8と米国実質所得〃（＝：ηP＊，）の非

線型関数になる．これを対数線型近似して，
（6）　　P＝κ写λ3θo

と表そう．θは実質為替レートに関する円建輸出

所望価格弾力性であり，国際競争力変化がマーク

アップに及ぼす影響を表すといってもよい．

　1一θは，為替のコスト効果を除外したときの

パス・スルー係数と解釈することができる．θが

0ならばp＝κ♂oとなり，円建輸出所望価格は輸

出企業のコストを基準に設定され，パス・スルー

は完全である．逆にθが1ならばp＝吻初㌔であ

るから，価格は外国企業のコスト（円表示）を基準

に設定され，パス・スルーはゼロである．

　次にコスト関数を定式化しよう．いま生産要素

は労働と原材料から成ると仮定する．労働は貿易

されない生産要素を，原材料は貿易可能生産要素

を代表している．ただし，ここでの労働は，各産

業が直接に雇用する労働だけでなく，国内の他産

業から購入する中間生産財に既に含まれている間

接的労働をも含む．生産関数は収穫一寒かつ二心

進歩を持つコブ・ダグラス型のものを想定する．

このとき単位コスト関数もコブ・ダグラス型で，

次のように表すことができる．

（7）・＝α。吻1一αexp（一φ孟）

ただし，ωは賃金，αは原材料価格（共に円建）で

ある．φは技術進歩率である1）．

　1）　ヒの定式化をとるかぎり，φは労働生産性変化

率とも，全要素生産性変化率とも解釈するζとができ

　る．ところでMarston（1987b）は，資本と労働につい

てコブ・ダグラス型の技術を仮定しながら，生産性上

昇率格差と競争力にかんするより複雑な定式化を行っ

　ている．だが，国際競争力を各産業内の付加価値生産

Vo1．41　No．1

　以上を前提として動態的な輸出価格行動は以下

のように示すことができよう．円建輸出所望価格

方程式（6）および単位コスト関数（7）の時間変化率

をとれば，

（8）　ρ＝囲え97十θ∫十6

（9）　づ・＝α脂漏（1一α）¢一φ

を得る．ここで，所望価格pに対し，実際の価格

ρは長期契約とメニュー・コストの存在によりラ

グをもって調整され，ると仮定しよう．この部分調

整メカニズムを，次のように表す．

（10）φ＝（1一μ）づ一1＋塵十ε

ただし，ρは実際の価格μは調整速度パラメー

ター，εは誤差項である．（すべての変数の時間変

化率をとるのは，推定の際に残差の系列相関の問

題を避けるためである．）

　さらにわれわれは，企業が国内販売と輸出の間

に価格差別をするという可能性を許そう．すなわ

ち，技術に関するパラメーター（α，φ）は共通だが，

価格戦略に関するパラメーター（μ，λ，θ）は買い手

が日本人であるか外国人であるかによって変わり

うる，というわけである．dは国内販売変数ある

いはパラメーター，のは輸出変数あるいはパラメ

ーターを表すことにすれば，（8）（9）（10）式より，

国内価格方程式および輸出価格方程式をそれぞれ

以下のように書くことができる．

（11）舜＝（1一μご）φ¢，一1

　　　　　＋μ‘口罐‘＋θδ§＋伽＋（1一α）¢一φ］＋ε認

（12）　　φ5＝（1一μ毎）φσ，＿1

　　　　＋μ毎口恥＋θ調＋伽＋（1一α）壁一φ］＋ε。

両式は輪出国通貨建（円）で表示されている．国内

価格方程式は，上で求めた米ライバル企業の立揚

を日本の国内企業に置き換えたと考えてよい．

　（11）式と（12）式は同時推定される．これ’により，

誤差項どうしの相関を利用して有効性（e駈ciency）

を高めうるのみならず，両式に共通なパラメータ

性のみによって定義しうるかは疑問である．当該産業

の上流にある中闇財生産に技術革新が起こウても，競

争力は高まるからである．因みに，実証の方法として，

マーストンは賃金と労働生産性データから競争力を求

めている．われわれは，賃金と原材料価格から成るコ

スト関数を推定し，その残余として生産性変化率を求

めたわけである．
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技術パラメーター　　国内パラメーター 輸出パラメーター 距2

α φ μd λd　　　θ¢ μ躍 あ　　砺　　国内輸出

SIC　26紙および同製品

日本（、：ll（fll

…カ（紹欄
　　　　　＊＊
SIC　28イヒ学

　　　　　．61　　　．015日　　本
　　　　　（1．3）　（1．6）

　　　　　．51アメリカ　　　　　（2．8）

　　　　　＊＊
SIC　33一次金属

日本（、：き1

ア・リカ（、：ll

　　　　　＊唯
S工C35一般機械

　　　　　．98H　　本　　　　　（7．2＊＊）

ア・リ・（、2：器

　　　　　＊＊
SIC　36電気機械

　　　　　1．07日　　本　　　　　（6．9＊＊）

ア・・カ（、堵

　　　　　掌躍
SIC　37輸送機械

　　　　　1．06日　　本
　　　　　（㌃9

…カ（、。：器

　　　　　＊＊
SIC　38精密機械

　　　　　1．24日　　本　　　　　（3．8）

　　　　　＊＊
　　　　　．88アメリカ　　　　　（5．o）

　　　　　＊＊

　g35　　　一。52　　　　　・06
（2。1）　　（一．1）　　　　（．1）

＊＊

　．64　　　　　．56　　　　．05

（2．8）　　　　（．8）　　　　（ρ2）

＊＊

　　　　．37　　　　4．47　　　一．08
　　　　（2．8）　（1．3）　（一1）

　　　　＊串
一．002　　　　　．59　　　　1．46　　　　　3．2

’（一．5）　　　（L6）　　　（1．3）　　　（1．4）

　．004　　　．77
　（．7）　　　（2匿6）

　　　　索＊
一．007　　　　　．45

（一。4）　　　　（．9）

　曾94　　　－1◎33

（5．5）（一1．1）

＊＊

　．17　　－3．4
（1．6）　　（一．7）

124　　　4．74
（7．5）　　　（1．4）

＊＊

　。80　－1．98
（4．0）　（一2．1）

＊＊　　　　　　宰＊

3，09　　　一．53　　　1．08
（1．4）　　（一．8）　　　（4．4）

　　　　　　　＊＊
　．42　　　　　．29　　　　　．13

（．3）　　（．8）　　（．3）

．014　　　　．09　　　　2．62　　　　．00　　　　1r29
（5．4）　　　　（．5）　　　　（．3）　　　（．01）　　　（6．7）

＊＊　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＊＊

．000　　　　　．81　　　一．14　　　　　。03　　　　　。74

（．1）　　　（1．9）　　（一．8）　　　　（．4）　　　（2．3）

　　　　＊　　　　　　　　　　　　　　　　　鄭雫

．023　　　　．14　　　　1．12　　　　．14　　　　153
（7・5）　　　（1．1）　　　　（．3）　　　　（．5）　　 （10．1）

＊申　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＊＊

．002　　　　1．26　　　　．17　　　　．02　　　　691
（1．2）　　　（4．4）　　　　（．9）　　　　（．4）　　　（3．3）

　　　　宰掌　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　卑礁

　．013　　　　　．62　　　一．61　　　　　．11

（5．6）　　　（2．5）　（一1．0）　　　　（5）

　串＊　　　　　　＊＊

一．001　　　　1。48　　　　　，59　　　・一㌦25

（一g5）　　　（9．0）　　　（1．0）　　（一．6）

　　　　＊串

一。40
（一．6）

　3．12
（1．4）

．．32　　，47

．01　　．72

　．99
　　　．53　　．57（1．25）

　．18
　　　．35　　．55（Lo）

　8．51　　　．30
（1・7）　　　　（．5）

一．00　　－2，01
（一．3）　　（一．2）

。28　　。27

．18　　．21

乏：勇　（、：器　湘　・5・

　　　　＊
（｝：器（＝：1；・…

1．39　　　．64
（．9）　　　（3，0）

　　　＊＊
。43　　　．12

（．7）　（1．2）

1．54　　　　　．83噛

（7．5）　　　　（．7）

＊＊

　．84　　－1．40
（3．3）　　（一2ご5）

＊＊　　　　　　率＊

O21　　　　　・13　　　　3冒59　　　　　陰48　　　　　r65

（4．5）　　　（1．0）　　　　（．7）　　　　（．7）　　　（2．5）

＊＊　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＊零

　　　　　　　　　　　　　1．12．001
（．5）　n・a・　n・a・　n・a・　（3．6）

　　　　　　　　　　　　　　ホ＊

　．52
（2．4）

　＊寧

一。06

（一2）

．21　　．59

0．8　　0．1

．0ユ　　．36

．24　　．30

（＝＝1；　（＝弱め・謎

（＝：お　（駕凱a　妬

までであるが，アメリ

カについては輸出価格

データの制約のため，

開始期間が1977：94

～1983：g3と不揃い

である．ただし終了期．

間は1987＝93で統一

されている．データは，

必要に応じてトレンド

調整。季節調整されて

いる2）．i表i1に，　（11）

式と（12）式の推定結果

を掲げる3）．以下では，

表1からの主要結果を

トピックごとに報告し

よう．

調整速度

　μについては，すべ

ての推定値が0と2の

間にあり安定性を満た

している．μが0と1

の間ならばρは一様収

束，1と2の間にある

ときは上下振動を繰り

返しながら所望価格p

に近づいていく．

技術パラメーター

（注）＊，＊＊はそれぞれ10％，5％水準で有意であることを表す．カコッ内はt低

一の制約を課したりそれを検定することもできる．

アメリカの産業についても，同様の定式化によっ

て国内価格方程式・輸出価格方程式を同時推定す

る．

3．推定結果

　αは，1生産コストの

うち労働が占める割合

を表すパラメーターで

ある．二こではαは，

　われわれの用いるデータは，アメリカの標準産

業分類（SIC）2桁水準に基づく製造業国内・輸出

価格で，日米間で照応の．とれるものである．推定

期間は，日本について・は1975：g4から1987：g3

　2）　日本の国内・輸出卸売物価指数は日銀から，ア

　メリカの国内卸売物価指数（WPI）・輸出物価指数は
　労働省のBuτeau　of　LaboτStatistkおからとった．目

下朋・産業別の実質実効為替レート指数は，1984年の

各産業の対16工業国輸出額をウエイトとしてIMFの
景気調整済単位労働費用指数をデフレーターとして求

　めた。景気変動指数（本文中の実質所得に対応）は，国

内販売については製缶の，輸出については自国を除く

G7の，｝1〃ドおよび季節調整済実質GNIp変化率
　（の加重平均）である．賃金データはIMFのInte組a一

、tiona：E㎞allcia1　Statisticsからとった．原材料価絡は，

　日本は日銀の輸入物価指数，．アメリカはBLSの「食
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直接的・間接的労働投入を共に含むために，産業

ごとに見た付加価値率よりも一般に高い値が得ら

れることに留意しよう．とくに機械系産業におい

ては，1ｿの値は極めて1に近い．これは，これ’ら

の産業にとって純粋なる原材料費は僅かであり，

コストの面から為替レートの影響を受けにくいこ

とを意味している．推定されたαのうちいくつか

は1より大きいが，それを有意に超えているもの

はなく，ゆえに真の値が1に近いがやや小さいと

いう仮説は棄却されない．

　　次に，φについては日米間で大きな差異が見

られる．すなわち，ここで検討されているすべて

の産業について，日本のほうがアメリカよりも生

産性上昇率は高いのである．アメリカの産業にお

いては，φは有意ではなく，負の産業さえある．

品質向上があることを考えればマイナスのφが必

ずしも技備退歩を表すとはいえないが，生産性が

停滞していることにはかわりがない．これに対し

てわが国の製造業では，1四半期当たりの生産性

上昇率が1％を超える産業が多く，とくに電気機

械・精密機械では2％を超えている．機械系産業

については，φは5％水準で有意である．

　日半間に生産性上昇率格差があることはよく知

られていたが，1980年代に入ってこの格差は縮ま

ったと言われている（『大統領経済報告』（1988），

Helkie　and　Hooper（1987），　Klrugman（1988））．

しかしながら，主として1980年代のデータから

得られたわれわれの結果は，このような楽観論を

抱くには時期尚早であることを示している．両国

の輸出競争力，ひいては輸出価格行動を論じるに

あたり，この歴然とした生産性上昇率格差はけっ

Vol．41　No。1

料品を除く原材料卸売物価指数」（燃料は含む）を用い

た．

　3）　推定は3段階最小二乗法によって行い，操作変

数は1期のラグをとった体系内のすべての変数とした．

利用したソフトウエアは，RALパッケージのMINDIS
コマンドである．アメリカの精密機械については，国

内販売価格の連続的データが存在しないため，’輸出方

程式のみを単独で推定した．モデルが変化率で定式化

されているため，残差項にはほとんど系列相関はない．

推定された27式のうち，1次の系列相関が検出された

‘のは1ケース・のみであった．2次以上の系列相関は，

全く検出されなかった．

して無視しえない要因といえるだろう．

輸出価格弾力性とパス・スルー

　われわれの定義によれ’ぱ，輸出価格弾力性は傷，

パス・スルー係数は1一偽である．これらはいず

れも通常の揚合0と1．の間の値をとると考えられ’

る．（ただしFeenstra（1987）およびMarston（1989）

によると，1を超えるパス・スルー係数も理論上

は可能である．）

　素材型産業および精密機械については，傷の

値は必ずしも。と1の間に収まっていないものの，

標準誤差が大きく，確たる結論を導くことはでき

ない．だがこれらの産業が日米両国の輸出に占め

るウエイトは比較的小さい．

　これ’に対して，日米いずれ’の国でも主力輸出産

業となっている一般機械・電気機械・輸送機械に

ついては，両国間の輸出価格行動に明らかな相違

が見られる．アメリカの輸出価格弾力性は，それ

ぞれ一〇2，．12，一．06と0から有意に離れ’ていな

いのに比べ，日本の輸出価格弾力性は，それぞれ

．39，．64，。52と正かっ有意である．これは，アメリ

カの輸出企業はドル建輸出価格を為替レートから

独立に設定し，日本の輸出企業は円建輸出価格を

為替レートの変化に合わせて敏感に調整する，と

いう見解を実証的に支持するものである．

　さらに，7産業から得られた輸出価格弾力性を

日本およびアメリカの輸出シェアをウエイトとし

てそれぞれ集計してみよう．

ウエイト＼推定値 日　本　アメリカ

日一　　　本

A　メ　リ　カ

．51　　　一．30

D50　　　　．03

主対角線上の．51，．03という数字は，各国の産業

別弾力性をそれぞれの輸出に占めるシェアで加重

平均した，マクロ的輸出価格弾力性である．これ，

に対し，左下の．50は，日本産業の弾力性をアメ

リカ産業の輸出貢献度で評価した，仮説的な集計

値である．右上の一．30はその逆である．この表

から明らかなように，日本の製造業のパス・スル

ーがアメリカに此べて低い（すなわち輸出価格弾

力性が高い）のは，輸出品目のウエイトの相違に

よるのではなく，各産業レベルで存在する本質的
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表2輸出価格弾力性の非線型性（日本）

　（さまざまな条件下のθ躍の推定値）

51

全サンプル
符　号 変化率 1981＝Ω1 1985：Q2

4．パス・スルーの

非線型性

正　　　負　　　大 小　　以前　　以降　　以前　　以降

紙・同製品

化　　　学

一次金属
一般機械
．電気機械

輸送機械
精密機械

一．40　　　一．97　　　一．86　　　　．82　　　一．21　　　　．62

．99　　　　　。47　　　　　．19　　　1．72＊串　　　．70　　　　1．38

．30　　　　　．85ホ　　　　．74＊　　2．27＊＊　　　曾05　　　一・09

陰39＊　　　　．74＊＊　一．07　　　　．61＊寮　　　．28　　　　　．18

．64＊＊　　　．38＊　　　　．54＊＊　　．62＊＊　　　．69＊寧　　　．70＊＊

．52＊＊　　1．11　　　　　．24　　　　965寧＊　　　．48　　　　　・61＊＊

．51　　　　　．55　　　　　。81＊　　　．76　　　　　．74　　　　　．48

●12　　　　　1．21　　　　．78

1．05　　　　　1．40＊＊　　．86

．45　　　　　　．81　　　　945

．38＊＊　　　　．38＊＊　　．42＊

．60＊＊　　　　．70察＊　　．64＊＊

．74＊＊　　　　．74＊　　　．93

．94　　　　　　．67　　　　．83寧

加重平均 ．51　　　　　．76　　　　　．35　　　1．00　　　　　．44　　　　　．49　　　　　．63 ．73　　．68

（注）＊，＊＊はそれぞれ10％5％水準で有意であることを表す．

な輸出価格行動の違いによるのである．日本の平

均的な輸出企業は，為替変動の約半分を海外価格

に反映させ，残りの半分を円建出荷価格の変動で

被ることがわかる．対照的に，アメリカでは（ア

メリカのウエイトで評価すると）典型的な輸出企

業のパス・スルーはほぼ100％であることが示さ

れ，ている．

内外の価格差別

　さらにわが国の3大機械系産業に注目すると，

輸出価格は為替レートに敏感に反応するのに対し

て，国内販売価格は為替レートの影響を有意に受

けていないことが判明する．（すなわちθdは有意

に0から離れていない．）これは，円が増価あるい

は減価するに伴い，同一製品の国内販売価格と輸

出価格の間にシステマティックな乖離が発生する

ことを意興している．たとえば円高の際には，日

本製の全く同じ自動車・カメラ・ステレオなどが

国内に比べ海外で廉売されるのである．これによ

り，個々の貿易財レベルでの購買力平価からの逸

脱が周期的に生じ，貿易相手国からはダンピング

容疑がかけられることになる．

　しかしながら，かくなる一物一価法則からの乖

離は，不公正貿易慣行というよりも，わが国の企

業の価格戦略を所与とするときの円高の必然的帰

結と言うべきであろう．因みに円安時には，同一

製品を海外よりも国内で安く売るという逆の現象

が見られるのである，

　なお，アメリカの機械系産業については，内外

価格差別を行っているという証拠はない．

　企業の輸出市揚参

入・退出にかんする

最近の研究（Baldwi■

（1988），：Baldwin　and

Krug皿a11（1986），　Dixit

（1987，88））によると，

バス・スルー係数は過

去の歴史に依存する，

すなわち「履歴現象」を呈する可能性がある．

のタイ、プのモデルは，為替レートと貿易財価格の

問にある種の非線型性を予測している．たとえば，

日本の輸出価格は円の変動が大きいときと小さい

ときとで反応の程度が違うかも知れない．また，

為替レートが極端に増価あるいは減価した後，ま

たもとの水準に戻っても，バズ・スルー係数はも

とに戻らないこともありうる．Baldwin（1987）に

よれば，アメリカの輸入価格（集計データ）にかん

するかぎり，1980年代前半にパス・スルーの構造

的変化が起こったという．

　本節では，1975：94－1987：g3の期間に日本

の輸出価格と為替レートの間に非線型性がなかっ

たかを調べよう．ここで用いる統計的手法は，以

下のように表すことができる．前節で同時推定し

た（11）式と（12）式のうち，輸出価格方程式の（12）

式を次のように変更しよう．

（13）　φ躍雷（1一μ諺）メ㌔，，＿1十μτ［23霊7の十θ躍，1♂エ

　　　　＋θ。，曲＋鋤＋（1一α）唾一φコ＋ε。

ここで，らは‘がある条件（たとえば正）を満たす

とき♂に等しく，それ’以外のときは0である変数

である．また，92蕊♂一らと定義される．つまり

（13）式では，為替レートがある条件を満たすとき

と満たさないときで別々の変数と見なす．その条

件とは，①円が増価するか減価するか，②円の変

化率が大きい（標本標準偏差を超える）か小さいか，

③1981191（ドル高の始まり）の前後，④1985：92

（ドル高の終わり）の前後，の4つである．

　（11）式と（13）式を3段階最小二乗法によって推

定して得た2つの輸出価格弾力性θ卸，θ3，2を表2
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に掲げる．繰り返すが，パス9スルー係数は1か

らこれを差し引いたものである．（2つの輸出価格

弾力性が等しいかを尤度比検定できるはずである

が，ほとんどの腐合誘導仮説は棄却されず，検定

力に問題があると思われるのでここでは報告しな

い．）また，各産業の係数をそれぞれの輸出に占め

るシェアで加重平均した結果も示してある．

　為替レート変化の符号については，輸出価格が

円高により大きく反応するか，円安により大きく

反応するかは産業によってまちまちであるが，平

均すると円安時の値上げ幅のほうが円高時の値下

げ幅より大きいという結果が出ている．これ’は，

日本企業は常に値下げによってシェアを獲得しよ

うとしているという一般のイメージを否定するも

のである．

　次に，為替レート変化率の大小については，ほ

とんどの産業で円の大幅な動きには，小幅な動き

よりも輸出価格を比例的以上に反応させているこ

とがわかる．円レートの変動が一時的か恒久的か

が不確実で，しかも輸出価格変更にメニュー・コ

ストを伴うとき，わずかな円レートの変動に対し

ては輸出価格を据え置くことは合理的な行動であ

ろう．これにかんする唯一の例外は，電気機械で

ある．電気機械の輸出価格については，大きな円

レートの変動より小さな変動にやや敏感に反応す

る。

　1981年頃1四半期前後，あるいは1985年第2

四半期前後で輸出価格弾力性，ひいてはパス・ス

ルー係数が変わったかについては，やはり産業ご

とに答が異なるようである．平均値で見るかぎり，

輸出価格弾力性は1981年以降上昇し，1985年以

降はやや低下している．ただ機械系産業にかんす

るかぎりは，電気機械を除いて，これら2つの節

目をへるごとに輸出価格弾力性が高まっている

（すなわちパス・スルー係数が低下している）．こ

れは，1980年代以降アメリカの輸入価格のパス・

，スルーが低下したという，ボールドウィンが指摘

した事実を日本側のデータで確認するものと言え

よう．ただし，輸出産業の主役である電気機械に

ついては，そのような現象は見出されないという

ことは注月に値する．電気機械産業の価格行動は

Vol．41　No．1

その他の輸出産業と本質的に異なっているという

可能性は，ここではこれ以上追求できないが，非

常に興味ある点である．

　まとめると，平均値で見るかぎり，輸出価格は

円高よりも円安に，また円レートの小幅よりも大

幅な変動に，大きく反応するようである．パス・

スルー係数が低下したという点については，1980

年代の初めにそのような現象が起こったと思われ

る．だが同時に，パス・スルーρ非線型性にかん

するテストの結果は，研究対象となる産業により

随分異なることがわかる．特に素材型産業につい

ては，推定された輸出価格弾力性はかなり不安定

なものとなっている。

5．おわりに

　われわれは，国籍の異なる企業の利潤極大化行

動を手掛かりとして，日米間の輸出価格行動を実

証的に比較した．ほぼ完全なパス・スルーを示す

アメリカ企業と，輸出市揚における価格の安定を

配慮するわが国企業との差異は，主要産業の輸出

価格弾力性の有意性の有無という形で統計的に検

証され’た．また，国内販売と輸出の価格差別は日

本企業にのみに見られることも明らかにされた．

さらに，本稿で用いられた構造的アプローチは，

生産技術に関する情報を提供したり，価格戦略の

非線型性の検定を可能にしてくれた．

　ここで利用したマークアップ・モデルは，確か

にパス・スルーが可変であることを説明しうるが，

いくつかの改善点も残している．第1に，このモ

デルでは輸出価格行動の違いをすべて需要曲線

（とりわけ価格弾力性）の形状に帰着させるが，こ

れは必ずしも満足しうるものではない．第2に，

視点が静学的であることである．このために，履

歴現象や為替レートに関する不確実性といった興

味ある問題を扱えないでいる．これらの点を考慮

したモデルは，製造業の可変マークアップに新し

い解釈を与えることであろう．本稿で確認された

いくつかの事実を踏まえて，産業組織論的視野か

らモデルを拡張していくことが，今後の研究の課

題である．（論文受付日1988年6月20日・採用決定

日1988年11月9日，IMF中東局）
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